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１.富益工区の整備・サンドリサイクル状況
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2021年リーフ改良
工事開始

沿岸漂砂の方向

②境港工区の堆積土砂によるサンドリサイクル
（移動しやすい細かい粒径の材料に対して、歩留りが期待
できる東側に投入）

• 2017年に上手側（皆生側）から4基目の人工リーフから改良に着手し、2018年に3基目の人工リーフ改良
を実施した。

• ①日野川河口の堆積土砂（移動しにくい粗い粒径材料）を投入し、舌状砂州相当の地形を形成させ、沿
岸漂砂による砂の流出の防止を期待し、富益観測所局舎（No.58）付近に投入した。

境港側 皆生側

サンドリサイクル

2018年リーフ改良
工事完了

①日野川河口テラスの堆積土砂によるサンドリサイクル
（移動しにくい粗い粒径の材料を投入し、舌状砂州相当の地形を形成させ、
沿岸漂砂による砂の流出の防止を期待する。また、西側の海浜の一部も日
野川河口テラス部の土砂による養浜を行い、沿岸漂砂による西側への移動
を抑制する。加えて、西側領域の海浜材料の粒径の粗粒化を促す。）

富益工区の整備・サンドリサイクル状況

(1) 富益工区の整備・サンドリサイクル状況

2020年リーフ改良
工事完了

2017年リーフ改良
工事完了



１.富益工区の整備・サンドリサイクル状況
(３)富益観測所付近における養浜状況（Ｒ３．1撮影）
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2．富益工区及び周辺海域の地形変化実態【汀線変化②】
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2016年8月
2017年8月

2004年2006年2008年2009年2011年
1号2号3号4号5号

2017年改良 2018年改良 2020年改良

2016年8月
2018年8月

2016年8月
2019年8月

2016年8月
2020年7月

富益工区施設改良前後の汀線変化（空中写真：2015年日野川河川事務所撮影）

人工リーフ改良
背後の汀線前進

人工リーフ改良
背後の汀線前進

下手側領域で
汀線後退傾向

上手側領域で
汀線後退傾向

人工リーフ改良
背後の汀線前進

下手側領域で
汀線後退傾向

上手側領域で
汀線後退傾向

黒線はリーフ改良前（2016年8月汀線）

空中写真：2015年撮影



2. 総合土砂管理計画の概要

・平成23年度より、日野川水系及び皆生海岸総合土砂管理連絡協議会を開催し、各領域の課題に対して、学識経験者の意見及び関係機関におい

て現状と課題を共通し、流砂系の土砂の流れの改善に向けた対策について議論し、総合的に土砂動態の改善について検討。

・上記の取り組みにより、流砂系における現状と課題、目指すべき姿、土砂管理目標、土砂管理対策、モニタリング計画、実施体制等を示した

「日野川流砂系の総合土砂管理計画」を平成26年度に策定した。

・策定後は、継続的なモニタリングを行い、関係機関と情報共有を図りつつ、モニタリング結果や得られた知見に応じて、5年程度をサイクルと

して計画を適宜見直していく。

サンドリサイクル

沖合防護施設

防砂突堤の整備

維持浚渫
サンドリサイクル

養浜

植生・樹木繁茂と土砂堆積

流れの向き

●沖合防護施設の整備
●サンドリサイクル、養浜
●防砂突堤の整備（航路維持）、維持浚渫、サンドリサイクル

●維持掘削＋養浜
河口砂州の堆積土砂は海浜構成材料よりも粗く、養浜材料と

して適している。一方、内水被害を防止するため維持掘削が必
要であり、掘削土砂を養浜材料として有効に利用する

河口域海岸域

●透過型砂防堰堤の整備
●既設砂防堰堤のスリット化
●維持掘削+置き土
透過型砂防堰堤では、土砂堆積により除石が必要と

なる場合があるが、土砂の有効利用の観点から、除石
管理が必要となる前に掘削+置き土策を実施する

砂防域

●河道掘削（河床撹乱、樹木伐採）＋置き土
樹林化した砂州に堆積している砂を下流に流出させる。
日野川6.2k付近の砂州では、砂州の一部を掘削し撹乱が生じやす

くすることで、洪水により砂州の堆積土砂が流出した。このように
砂州の一部掘削と置き土を合わせて行うことで海岸への土砂供給を
増加させる。なお、河道域に対しては樹木の維持管理対策となる

河道域

日野川6.2kの現地実験

H23.8.1（洪水前）

H23.9.10（洪水後）

●掘削・浚渫したダム堆積土砂を置き土
ダム貯水池に堆積した土砂を掘削・浚渫して、ダム下流河川

の河道内へ置き土することで、洪水時に土砂を流下させる。

ダム域

置いた土砂が洪水時に流下

植生・樹木繁茂と土砂堆積

流れの向き

H24.3撮影 河口砂州

3.日野川流砂系総合土砂管理の取り組みについて
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１．河道内（日野川2k付近）への置き土
・Ｈ30年度に、菅沢ダムの掘削土砂を

用いて、日野川右岸2k000付近に

Ｖ≒1,500m3を実施。

モニタリングの実施と共に、今後、新

たな置土箇所について検討する必要

がある。

２．日野川5.8k試験施工箇所の右岸堆積土砂対策
・5.8kの対策箇所は、H29年度及びH30年度の出水により左

岸側の河岸が侵食され、右岸側に礫が堆積しているため、

今後は上流の砂州と一体的に礫堆積対策を検討する必

要がある。

３．掃流砂計、濁度計の観測精度の向上
・管内に設置している掃流砂計、濁度計について観測精度を

向上させるために、観測環境の改善検討や出水時における

観測データの補完方法等について検討する必要がある。

（機器設置箇所、掃流砂計下流部への土砂捕捉ますの設

置、高水観測時の補足採水等）

学術的、技術的内容の検討・検証実施のために学識者を含めた

「日野川流砂系総合土砂管理技術検討委員会」を立ち上げ、第１回委員会を平成３１年２月に開催。

総合土砂管理計画フォローアップに向けてのPDCAサイクル

日野川水系及び皆生海岸
総合土砂管理連絡協議会

日野川流砂系総合
土砂管理技術検討委員会

◆学術的・技術的内容の検討・

検証が 必要な事項について

の助言・指導

◆対策効果を踏まえたフォロー

アップ

①計画の立案

・目指すべき姿
・土砂管理目標、対策
・モニタリング計画
・ロードマップ

②対策の実施

・海岸域 ・河口域
・河道域 ・ダム域

・砂防域

③モニタリング
・物理環境
・生物環境

④事後評価

・対策効果の評価
・問題点の抽出
・対策の見直し

日野川水系及び皆生海岸総合
土砂管理連絡協議会

合意形成

意見聴取
技術指導
助言

学識経験者

関係機関の
担当者間で協議

必要に応じ
て情報公開

◆総合土砂管理計画の策定・実

施・更新

◆関係機関の連絡調整・事業

調整に関する事項

◆その他土砂管理に関し必要な

事項

①計画の立案

・目指すべき姿
・土砂管理目標、対策
・モニタリング計画
・ロードマップ

②対策の実施
・海岸域 ・河口域
・河道域 ・ダム域

・砂防域

③モニタリング

・物理環境
・生物環境

④事後評価
・対策効果の評価
・問題点の抽出
・対策の見直し

必要に応じ
て情報公開

第１回委員会で意見を頂いた新たな土砂管理対策

H31.3.8撮影

日野川右岸2k000付近置土
V ≒ 1,500m3

4．総合土砂管理計画の取り組みの推進及び更新に向けて3.技術検討委員会の取り組み
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河道域の土砂供給対策（案）
1.対策の実施概要・目的

● 河口部への土砂供給の対策として、日野川の下流河道への置き土する試験施工を実施。

2.対策の内容

● 菅沢ダムの堆積土砂を活用

● 置き土の浸食、流失状況を調査し、河床変動モデルへ反映することにより、新たな置き土候補箇所の選定や置き土を効果的に

流出させるための置き方等、今後の対策の基礎資料とする。

・無次元掃流力が大

・堰上流は除く

2.0k付近の置き土
無次元掃流力が土砂移動の限界である

0.05以上であり、周辺と比較して無次
元掃流力が大きい地点

車尾堰など、堰の上流では取水
施設や鮎の産卵場に土砂堆積が
影響する可能性がある

車尾堰上流

注)□：無次元掃流力が0.05以上

3.置き土試験施工地点の選定

●以下の視点により、日野川2.0k付近（右岸）を選定。

・安全性 ： 流下能力上、置き土による危険性の少ない地点

・水利条件 ： 無次元掃流力が土砂移動の限界である0.05以上であり、周辺と比較して無次元掃流力が大きい地点

・施行性 ： 堤防からの坂路あり など

・環境性 ： 下流に取水施設や生態系（アユ等）への影響が少ない箇所

H30.10撮影

・進入路あり

置き土箇所の近傍に進入路（堤防か
らの坂路）があり、土砂の運搬が可能
な地点

2k付近置き土

４.河道内（日野川２．０ｋ付近）への置き土（試験施工） （１）
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河道域の土砂供給対策（案）

5.洪水による置き土の流出

●置き土設置（H30.10)以降、年1回生起以上の洪水が2回発生。

いずれの洪水も置き土天端(TP3.3m）に満たない水位であったが、２回目（R2.4.13）の洪水で置き土のほぼ全量が流出。

・R1.7.9の洪水（約400m³/s）では、ピーク水位（T.P.2.6m）により、一部側方部分で流出。

・R2.4.13の洪水（約500m³/s）では、ピーク水位（T.P.3.1m）により、置き土のほぼ全量が流出。

４.河道内（日野川２．０ｋ付近）への置き土（試験施工） （２）
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置き土体積

V=約1,600m3

500ｍ3/ｓ流下時の水位 約TP 約3.8ｍ

約 0.5ｍ冠水

4.置き土断面の設定

置き土は概ね2年に１回生起する流量である500ｍ3/ｓ流下時にフラッシュ（流出）させることを目標とし検討。

●置き土高さ ： １年に1回生起する300ｍ3/ｓ流下時の水位(TP 3.3ｍ)を天端標高とし、

2年に1回生起する500ｍ3/ｓ流下時に約0.5ｍ程度冠水するものとして計画。

●置き土堆積 ： 置き土の冠水高を条件とし、平水位(TP1.6m)以上の陸上部に設置が可能な量としてV＝1,600m3とした。

H30.10設置 R1.7.9出水後(約400m3/s) R2.4.13出水後(約500m3/s)

ほぼ全量が流出

置き土



河道域の土砂供給対策（案）４.河道内（日野川２．０ｋ付近）への置き土（試験施工） （３）

10

6.対策効果の調査

●R2.4.13洪水で、置き土全体(1,600 m3)のほぼ全量に近い流出量(図中の緑断面)を確認。

●置き土の流下距離を把握するため、事前に置き土内の6箇所に予めトレーサを設置。(2mm、10mm、100mm石礫の3種類）

R2.4.13洪水後に調査を実施し、置き土地点より下流へ2mmが1,300m、10mmが300m、100mm石礫が200m先まで

それぞれ到達していることが確認

しかし、2mm以下の粒径が河口砂州付近までは確認されていない。

●H29.8調査

粒径(mm) 加積通過率(%) 海浜構成材料

37.5 100.0 0.1~2.0mm

26.5 99.3 48.2

19 97.1

9.5 94.4

4.75 85.6

2 63.3

0.85 42.5

0.425 30.8

0.25 23.9

0.106 16.4

0.075 15.1

菅沢ダム

0.075mm以下
（シルト,粘土）

15.1

0.075～0.25mm
（細砂）

8.8

0.25～0.85mm
（中砂）

18.6

0.85～2mm
(粗砂)

20.8

2～4.75mm
(細礫)

22.3

4.75～19mm
(中礫)

11.5

19～37.5mm
(粗礫)

2.9

菅沢ダム掘削土砂の粒径構成比

菅沢ダム掘削土砂

H29.8調査

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0.01 0.1 1 10 100

通
過
質
量
分
率
(％
)

粒 径(mm)

菅沢ダム掘削土砂

シルト 細砂 中砂 粗砂細礫 中礫 粗礫 石

0.075 0.25 0.85 2 4.75 19 75

15.1

8.8 

18.6 

20.8 

22.3 

11.5 

2.9 
0.075mm以下

（シルト,粘土）

0.075～0.25mm

（細砂）

0.25～0.85mm

（中砂）

0.85～2mm

(粗砂)

2～4.75mm

(細礫)

4.75～19mm

(中礫)

19～37.5mm

(粗礫)

2.9％

20.8％

22.3％

11.5％

15.1％

8.8％

2.9％

0.075mm以下(シルト,粘土)

0.075～0.25mm (細砂)

0.25～0.85mm (中砂)

0.85～2mm (粗砂)

2～4.75mm (細礫)

4.75～19mm (中礫)

19～37.5mm (粗礫)

トレーサ設置状況

菅沢ダム堆積土砂の粒径構成(H29年調査)

トレーサ確認結果

凡例

置き土部流出面積

土堤部流出面積

地盤部流出面積

堆砂面積

残存面積

置き土流出量算定判断図（2.0k）



河道域の土砂供給対策（案）

7.置き土対策の効果検証

●R2.4.13出水では想定していた水位には達しなかったが、置き土が全量流出。

これは置き土を低水護岸から離して設置したことによる置き土両側に側方浸食が作用したものと推察される。

置き土が水没しなくても置き方等の設置条件により最大限の掃流効果が見込めることを示唆するものと考えられる。

●置き土計画時の二次元河床変動解析モデルでは、500m3/s規模の洪水で2mm以下は全量が海域へ流出する想定であったが、今回

の洪水後のトレーサー調査からは河口までの2mm以下の到達は確認出来ていない。

6.今後の対応

●本年度は、河道掘削土砂を、再度2.0k地点へ置き土予定。

引き続き継続した調査、モニタリングにより事例を収集しながら、取り組みを拡大させていく必要があると考えている。

●混合砂礫での流送効果の検証。

●置き土設置条件の検証

●新たな置き土可能箇所の選定

４.河道内（日野川２．０ｋ付近）への置き土（試験施工） （４）
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